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第３次あいち地震対策アクションプランの実施内容 

～フォローアップシート～ 

（2015 年度から８年間の取組状況について） 
 

          命を守る 
  

強い揺れに伴う建物の倒壊及び屋内外の転倒物、浸水・津波、崖崩れなどの土砂災害、火災など、地震・津波

による直接的な被害から県民の生命を守るために必要なハード対策・ソフト対策を実施した。   
また、救助・救急活動の不足による被害、断水や交通機能の障害等に伴う被害などの二次的な要因から生命の

安全を確保するために必要な対策を実施した。 
 

【重点テーマ１】住宅・建築物の耐震化の促進 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
住宅の耐震化率 85%【2011 年度】⇒  

95%【2020 年度】 

※85.3%（2013 年度） 

91.2%【2020 年度】 

古い耐震基準で建てられた耐震性の劣る住宅につ

いて、耐震診断及び耐震改修に対する補助を引き続

き実施することにより、住宅の耐震化の促進に取り

組んでいる。 

建築物の耐震化 耐震性のない特定既存耐震不適格

建築物等の棟数 

15,302 棟【2011 年度】 

⇒ 1/5 に削減【2020 年度】 

8,391 棟（約 3/5 に削減）【2018 年度】  

特定既存耐震不適格建築物について耐震診断に対

する補助を引き続き実施することにより、不特定多

数の者が利用する特定建築物等や沿道建築物の耐

震診断・耐震改修の促進に取り組んでいる。 

学校の耐震化 97%【2013 年度】⇒ 早期の完了  

※県立・市町村立学校 

県立学校  100%（2018 年 3 月 31 日までに完了） 

市町村立学校 100%（2023 年 3月 31 日までに完了） 

（私立学校） 96.1%（2022 年 4月 1日現在） 

※私立小・中・高等学校・幼稚園のみ 

県有施設の耐震化率 85%【2013 年度】⇒ 100%【2023 年

度】 

100%（2016 年 3 月 31 日までに完了） 

  

対策の柱１ 
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〔重点アクション項目の進捗状況 

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度 ■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

住宅の耐震化の促進【1-1-1】                   建築局公共建築部住宅計画課 

●民間住宅の耐震診断補助 130,000 戸 
●2022 年度までの実績 35,933 戸(27.6%) 

 

●民間住宅の耐震改修補助 17,000 戸 
●2022 年度までの実績 5,999 戸(35.3%) 

 

建築物の耐震化の促進【1-1-2】                建築局公共建築部住宅計画課 

●民間建築物の耐震診断補助 1,100 棟 
●2022 年度までの実績 461 棟(41.9%) 

 

●民間建築物の耐震改修補助 60 棟 
●2022 年度までの実績 55 棟(91.7%) 

 

●耐震診断義務付け建築物の耐震改修等補助 15 棟 
●2021 年度の実績 11 棟(73.3%) 

 

県有施設の耐震化の推進【1-1-3】                建築局公共建築部公共建築課 
●耐震改修 非木造・200 ㎡以上の建築物のうち、

Is 値が 0.6 未満の一般県有施設 16 棟 
●2015 年度完了（16 棟のうち 1 棟はあり方検討施

設となり除外） 

実施済 

県立学校施設の耐震化の推進【1-1-4】                教育委員会財務施設課 

●目標の記載なし 
（県立学校施設（耐震診断結果が区分Ｂ）の耐震改修工

事を 2017 年度に実施済） 

市町村立学校施設の耐震化の促進【1-1-5】                      教育委員会財務施設課 

●目標の記載なし （国への要望を実施） 

【重点テーマ２】家具固定の促進 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 

家具の固定率 56%【2013 年度】⇒ 65%【2023 年度】 55.6%（2021 年 7 月 20 日現在） 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

家具等の転倒防止対策の促進【1-1-11】             防災安全局防災部防災危機管理課 
●家具固定推進検討会の設置 
●2015 年度設置 実施済 

●家具固定推進検討会構成団体に対する取組報告の実

施 1 回以上／年 

 

  年度 2021 2022 

回数 1 1 

目標 〇 〇 
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【重点テーマ３】浸水・津波避難対策の充実 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
浸水・津波避難計画を策定

している市町村の割合 
33%（9 市町村）【2015 年度】 

⇒ 100%（27 市町村）【2023 年度】 

100%（27 市町村、2019 年 4月 1 日現在） 

津波避難ビル等を指定し

ている市町村の割合 
41%（11 市町）【2013 年度】 

⇒ 100%（27 市町村）【2023 年度】 

92.6%（25 市町村、2023 年 4月 1 日現在） 

本県被害予測調査等に基

づく浸水・津波ハザードマ

ップを作成・公表し、防災

訓練を実施している市町

村の割合 

100%（27 市町村）【2023 年度】 70.4％（19 市町村、2023 年 3月 31 日現在） 

津波避難訓練を毎年実施

している市町村の割合 
48%（13 市町村）【2013 年度】 

⇒ 100%（27 市町村）【2023 年度】 

67.0%（18 市町村、2023 年 3月 31 日現在） 

住民への情報伝達手段を

複数整備している市町村

の割合 

80%（43 市町村）【2015 年度】 

⇒ 100%（全市町村）【2023 年度】 

100%（全市町村、2019 年 3 月 31 日までに完

了） 

 
〔重点アクション項目の進捗状況〕 

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度 ■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

市町村地震対策事業の促進【1-1-14】               防災安全局防災部災害対策課 
●南海トラフ地震等対策事業費補助金における市町村

補助需要への対応度合い（補助要望があった市町村に

対する補助採択率）100% 
●2022 年度の実績 100%(９市町) 

 

  年度 2018 2019 2020 2021 2022 
市町

村数 14 13 10 11 9 

目標 〇 〇 〇 〇 〇 

市町村における情報伝達手段の多重化・多様化の促進【1-1-15】        防災安全局防災部災害対策課 

●地域特性に適した組み合わせにより複数の 
情報伝達手段を整備する市町村 全市町村 
●2018 年度までに全市町村(100%)整備済 

              実施済 

市町村浸水・津波避難計画の策定の促進【1-2-1】                 防災安全局防災部災害対策課 

●本県被害予測調査において浸水が想定される市町村

のうち、浸水・津波避難計画を策定する市町村 該当市

町村全て（27 市町村） 
●2018 年度までに 27 市町村(100%)策定済 

                実施済 

市町村浸水・津波ハザードマップの作成の促進【1-2-2】           防災安全局防災部災害対策課 

●本県被害予測調査において浸水が想定される市町村

のうち、浸水・津波ハザードマップを作成する市町村 
該当市町村全て（27 市町村） 
●2021 年度までに 27 市町村(100%)策定済 
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浸水・津波避難訓練の実施【1-2-3】                    防災安全局防災部災害対策課 

●津波・地震防災訓練の実施 1 回／年 
●2022 年度の実績 実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

回数 1 1 1 1 1 0 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ×中止 〇 

年度 2022 

 回数 1 

目標 ○ 

●本県被害予測調査において浸水・津波の被害が想定

される市町村のうち、浸水・津波避難訓練を毎年度実

施する市町村 該当市町村全て（27 市町村） 
●2022 年度の実績 18 市町村 
 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

市町村数 15 16 15 18 18 10 15 

目標 × × × × × × × 

年度 2022 

 市町村数 18 

目標 × 

浸水・津波に対する避難施設等の確保の促進【1-2-4】             防災安全局防災部災害対策課 
●南海トラフ地震等対策事業費補助金における市町村

補助需要への対応度合い（補助要望があった市町村に

対する補助採択率） 100% 
●2022 年度の実績 100%(1 市) 
 
 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

市町村数 2 2 0 0 0 3 2 

目標 〇 〇 － － － 〇 〇 

年度 2022 

 市町村数 1 

目標 〇 

農業水利施設の浸水・津波避難施設としての利用の推進【1-2-5】      農林基盤局農地部農地整備課 

●27 箇所 
●2022 年度までの実績 27 箇所(100%) 

 

南海トラフ地震臨時情報に対する防災対応の促進【1-2-13】      防災安全局防災部防災危機管理課 
●「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の変更を

踏まえた、南海トラフ地震防災対策推進計画を変更し

た市町村の割合 全市町村 
●2021 年度までに 54 市町村(100%)策定済 
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【重点テーマ４】河川・海岸堤防等の耐震化等の推進 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
河川堤防の耐震化率 
海岸堤防の耐震化率 
（対象：第３次アクショ

ンプランの対策区間） 

河川堤防（47.6km） 

100%【2023 年度】 

海岸堤防（30.8km） 

100%【2023 年度】 

 

河川堤防の耐震化 47.6 ㎞中 34.1 ㎞（71.6％） 

海岸堤防の耐震化 30.8 ㎞中 16.7 ㎞（54.2％） 

農地海岸堤防の耐震化  3.8 ㎞中 3.5 ㎞（92.1％） 

建設海岸堤防の耐震化 20.7 ㎞中 8.2 ㎞（39.6％） 

港湾海岸堤防の耐震化  2.9 ㎞中 2.5 ㎞（86.2％） 

漁港海岸堤防の耐震化  3.4 ㎞中 2.6 ㎞（76.5％） 

（2023 年 3 月 31 日現在） 

農業用排水機場の耐震整

備箇所数 
24 箇所【2014 年度】 

⇒ 84 箇所【2023 年度】 

63 箇所（2023 年 3月 31 日現在） 

 
 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度 ■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

河川・海岸堤防の耐震化等の推進【1-2-7】           農林基盤局農地部農地整備課、建設局河川課 

●河川堤防の耐震化 47.6km 
●2022 年度までの実績 34.1km(71.6%) 

 

●農地海岸堤防の耐震化 3.8km 
●2022 年度までの実績 3.5km(92.1%) 

 

●建設海岸堤防の耐震化 20.7km 
●2022 年度までの実績 8.2km(39.6%) 
（2015年度は2014年度までの先行実績0.5kmを含む。） 

 

●建設海岸堤防の補強・補修 5.0km 
●2022 年度までの実績 4.7km(94.0%) 

 

港湾・漁港の海岸堤防の耐震化等の推進【1-2-8】                  都市・交通局港湾課 
●港湾海岸堤防の耐震化 2.9km 
●2022 年度までの実績 2.5km(86.2%) 
 

 

●漁港海岸堤防の耐震化 3.4km 
●2022 年度までの実績 2.6km(76.5%) 
 

 

●港湾海岸堤防の補強・補修 0.9km 
●2022 年度までの実績 0.4km(44.4%) 
 

 

●漁港の津波対策施設の新規設置 1.4km 
●2022 年度までの実績 0.3km(23.6%) 
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河川・海岸の水閘門・排水機場等の耐震化の推進【1-2-9】       建設局河川課、都市・交通局港湾課 

●河川の水閘門・排水機場等の耐震化 27 施設 
●2022 年度までの実績 13 施設（48.1%） 

 

●建設海岸の水門等の耐震化 20 基 
●2022 年度までの実績 8 基（40.0%） 

 

●港湾海岸の水門等の耐震化 18 基 
●2022 年度までの実績 13 基(72.2%) 

 

●漁港海岸の水門等の耐震化 32 基 
●2022 年度までの実績 15 基(46.9%) 

 

河川・海岸の水門等の自動閉鎖化・遠隔操作化の推進【1-2-10】    建設局河川課、都市・交通局港湾課 

●河川の水門等の自動閉鎖化・遠隔操作化 3 施設 
●2022 年度までの実績 1 施設（33.3％） 

 

●建設海岸の水門等の自動閉鎖化・遠隔操作化 
 12 施設 
●2022 年度までの実績 4 施設（33.3%） 

 

●港湾海岸の水門等の自動閉鎖化・遠隔操作化  
5 施設 

●2022 年度までの実績 3 施設（60.0%） 

 

●漁港海岸の水門等の自動閉鎖化・遠隔操作化  
10 施設 

●2022 年度までの実績 10 施設（100%） 

 

農業用排水機場の耐震化等の推進【1-2-11】                 農林基盤局農地部農地整備課 

●排水機場の耐震化 60 箇所 
●2022 年度までの実績 39 箇所(65.0%) 

 

●排水路の耐震化 39.3ｋｍ 
●2022 年度までの実績 36.1km(91.9%) 
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【重点テーマ５】地盤災害・火災対策等の推進 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
土砂災害防止法に基づく

基礎調査箇所数 
8,600 箇所【2014 年度】 

⇒ 18,000 箇所【2019 年度】 

18,000 箇所（2023 年 3月 31 日現在） 

土砂災害危険箇所の施設

整備箇所数 
818 箇所【2014 年度】 

⇒ 931 箇所【2023 年度】 

896 箇所（2023 年 3月 31 日現在） 

農業用ため池の耐震整備

箇所数 
45 箇所【2014 年度】 

⇒ 175 箇所【2023 年度】 

158 箇所（2023 年 3月 31 日現在） 

大規模盛土造成地分布図

の公表率 
7.4%【2014 年度】 

⇒ 100%【2023 年度】 

100%（2020 年 3 月 31 日までに完了） 

「地震時等に著しく危険

な密集市街地」の解消 
104ha【2011 年度】 

⇒ 100%解消に近づける【2020 年度】 

100％解消（2021 年 3 月 31 日現在） 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度 ■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

密集市街地等の防災上危険な市街地の整備の促進【1-3-3】        建築局公共建築部住宅計画課 

●「地震時等に著しく危険な密集市街地」 
（愛知県内 104ha ）を概ね解消 
●2021 年度までの実績 100%解消※ 
※2.5ha（2.4%）は住宅市街地総合整備事業等により解消。

101.5ha（97.6%）は 2020 年度調査において対象市街地に

該当しないとされた。 

 

土砂災害対策の推進【1-4-1】                   建設局砂防課、建築局公共建築部住宅計画課 

●土石流対策施設等の整備 59 箇所 
●2022 年度までの実績 46 箇所(78.0%) 

 

●急傾斜地崩壊防止施設の整備 53 箇所 
●2022 年度までの実績 31 箇所(58.5%) 

 

●地すべり防止施設の整備 1 箇所 
●2022 年度までの実績 1 箇所(100%)                 実施済 

●土砂災害防止法に基づく基礎調査 9,400 箇所 
●2022 年度までの実績 9,400 箇所(100%)                 実施済 

農業用ため池の整備の推進【1-4-4】                  農林基盤局農地部農地整備課 

●130 箇所 
●2022 年度までの実績 113 箇所(86.9%) 

 

農業用ため池のハザードマップの作成【1-4-5】                 農林基盤局農地部農地計画課 

●385 箇所 
●2022 年度までの実績 389 箇所(101%) 

                 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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大規模盛土造成地における宅地の耐震化の促進【1-4-7】                   建築局建築指導課 
●大規模盛土造成地分布図の公表率 100% 
●2019 年度までに完了 (100%)                 実施済 

【重点テーマ６】災害医療活動の充実 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
ＤＭＡＴの編成数 68 チーム【2015 年度】 

⇒ 84 チーム【2023 年度】 

75 チーム（2023 年 3 月 31 日現在） 

災害拠点病院、病院群輪番

制参加病院等の耐震化率

（対策の柱２） 

72.8%【2015 年度】 

⇒ 85%【2023 年度】 

86.1%（2022 年 9 月 1 日現在） 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度 ■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

災害医療調整機能の強化【1-10-1】                  保健医療局健康医務部医務課 

●医療救護活動計画の策定 
●2015 年度実施 実施済 

●災害医療調整本部、地域災害医療対策会議に係る訓

練の実施 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

広域医療搬送体制の確立【1-10-3】                  保健医療局健康医務部医務課 

●訓練の実施 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

災害拠点病院等の機能の強化【1-10-4】                保健医療局健康医務部医務課 

●2013 年 4 月から適用の新たな要件を満たす 
災害拠点病院数 36 病院 
●2022 年度までの実績 36 病院(100%) 

 

●BCP の考え方に基づいた災害対策マニュアル 
を策定している災害拠点病院数 すべての災害拠点病

院（36 病院） 
●2022 年度までに 36 病院策定済み(100%) 

実施済 

災害時の医薬品等安定供給確保体制の整備【1-10-7】        保健医療局生活衛生部医薬安全課 

●災害時医薬品等（医薬品 68 品目、 
医療機器 11 品目、衛生材料 39 品目）の備蓄 
●2022 年度実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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●医薬品搬送等訓練の実施 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 
 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

DMAT の活動体制の確保【1-10-8】                  保健医療局健康医務部医務課 

●DMAT の編成数 84 チーム 
●2022 年度までの実績 75 チーム(89%) 

 

医療施設（災害拠点病院等）の耐震化の支援【2-1-1】（対策の柱２）      保健医療局健康医務部医務課 

●災害拠点病院、病院群輪番制参加病院の 
耐震化率 85% 
●2022 年度までの実績 86.1% 

 

 

【重点テーマ７】救助活動等の交通基盤の整備の推進 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
津波浸水区域の緊急輸送道

路等の優先橋梁の耐震化率 
（対象：第３次アクション

プランの対策橋梁） 

100%【2023 年度】 緊急輸送道路等の橋梁の耐震化 40橋中30橋（75.0％） 

（2023 年 3 月 31 日現在） 

臨港道路橋梁の耐震化 3橋中 3橋（100％）  

（2023 年 3 月 31 日現在） 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度 ■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

緊急輸送道路等の橋梁の耐震化の推進【1-11-2】                   建設局道路維持課 

●橋梁の耐震化 40 橋 
●2022 年度までの実績 30 橋(75.0%) 

 

臨港道路橋梁の耐震化の推進【1-11-3】                       都市・交通局港湾課 

●臨港道路橋梁の耐震化 3 橋 
●2022 年度までの実績 3 橋(100%) 

実施済 
●臨港道路橋梁の耐震化に向けた調査 1 橋 

●2022 年度までの実績 1 橋（100％） 

空港機能の維持に必要な施設の耐震化の推進【1-11-4】              都市・交通局航空空港課 
●耐震補強工事の実施 3 箇所 
●2022 年度までの実績 3 箇所(100%) 実施済 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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          生活を守る 
  

生活に必要な医療・介護の確保・提供に係る取組、教育の確保・提供に係る取組、生活環境の維持に係る取組

など、発災直後からの県民の生活を守るために必要な対策を実施した。 
 

【重点テーマ８】避難生活環境の確保 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
地域が主体となった

避難所運営と避難所

として指定する施設

のバリアフリー化 

・市町村の避難所運営マニュアルが

地域で展開され、地域が主体となっ

た避難所運営が行われるよう市町

村へ働きかける。 

・避難所として指定する施設のバリ

アフリー化を進めるため補助金の

活用などを市町村へ働きかける。 

・2020 年度第１回市町村防災担当課長会議に

おいて、市町村への働きかけを行った。 

・南海トラフ地震等対策事業費補助金の災害時

要配慮者避難生活支援事業により、2022 年度は

1 市に対し、計 412 千円の補助を行った。 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度 ■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

災害時要配慮者の緊急一時的な社会福祉施設への受入体制の整備【2-2-4】     福祉局福祉部地域福祉課 

●目標の記載なし （愛知県災害福祉広域支援推進協議会の開催） 

災害時要配慮者に係る広域支援体制の整備【2-5-1】                福祉局福祉部地域福祉課 

●目標の記載なし 
（愛知県災害福祉広域支援推進協議会の開催及

び愛知県災害派遣福祉チーム員の養成を実

施）） 
市町村避難所の円滑な運営等に関する助言の実施【2-5-3】        防災安全局防災部災害対策課 
●市町村における避難所運営マニュアルの整備 
全市町村 

●2016 年度 全市町村整備済み(100%) 
実施済 

●県・市町村と地域住民による避難所開設・運営 
訓練の実施 

●2022 年度の実績 2 回 

 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 2 2 3 1 2 

目標 ○ ○ ○ 〇 〇 

災害時要配慮者の避難生活の支援【2-5-4】              防災安全局防災部災害対策課 

●南海トラフ地震等対策事業費補助金の「災害時要

配慮者対策事業」における市町村補助需要への対応

度合い（補助要望があった市町村に対する補助採択

率）100% 
●2022 年度の実績 100%(1 市町) 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 
市町

村数 8 17 5 5 6 6 4 

目標 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

年度 2022 

 
市町

村数 1 

目標 〇 

対策の柱２ 
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避難行動要支援者の支援体制の整備の促進【2-5-5】                福祉局福祉部地域福祉課 

●目標の記載なし （市町村会議等での働きかけを実施） 

避難所における避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策の推進【2-5-10】 
防災安全局防災部災害対策課         

●市町村避難所運営マニュアルへの感染症対策に係

る記載 全市町村 
●2022 年度の実績 49 市町村（90%） 

 

●南海トラフ地震等対策事業費補助金を活用する市

町村における市町村補助需要への対応度合い（補助要

望があった市町村における補助採択率） 100% 
●2021 年度の実績 100%（2021 年度で完了） 

 

  年度 2021 
補助

採択

率 
100% 

目標 〇 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【重点テーマ９】災害用備蓄の促進及び支援物資の円滑な配送体制の確保 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
家庭内備蓄を３日分

以上している県民の

割合 

食料 45.0%【2019 年度】 

⇒ 前回調査を上回る 

飲料水 38.3%【2019 年度】 

⇒ 前回調査を上回る 

食 料 39.2% （2021 年 7 月 20 日現在） 

飲料水 46.5% （2021 年 7 月 20 日現在） 

物流事業者（輸送事

業者等）と連携した

円滑な物資輸送体制

の構築（県・市町村） 

・被災者の手元まで支援物資が届くよ

う、避難所までの物流体系を整えるとと

もに、マンパワー不足を解消する。 

・物流事業者及び市町村等と連携し、県の

広域物資輸送拠点から市町村の地域内輸

送拠点へ配送する災害物流訓練を実施し、

課題の抽出とマニュアルへの反映を継続

して取り組んでいる。 

・協定締結事業者及び市町村等と連携し、

被災者の手元まで支援物資が届くよう災

害時における事務手続き等のスキームを

確認するため、緊急物資に係る図上訓練を

実施し、課題の抽出とマニュアルへの反映

を継続して取り組んでいる。 

 

 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕グラフ凡例：(水)■ (食料)■ 

家庭内備蓄の促進【2-4-1】                      防災安全局防災部防災危機管理課 

●目標の記載なし 
（防災パンフレット配布、イベント等へのブース出

展を実施） 

初動時に必要な災害救助用備蓄物資の確保【2-4-2】            防災安全局防災部災害対策課 
●県が拠出するべき災害救助用物資の 
確保（充足）率 100% 

●2022 年度実績 飲料水 186%、食料 45.6% 
 
 

 

市町村の食糧・生活必需品確保のための耐震性備蓄倉庫の整備の促進【2-4-3】  防災安全局防災部災害対策課 
●国補助制度（消防防災施設整備費補助金）及び県

補助制度を合わせた、市町村の整備需要への対応度

合い（補助採択率） 100% 
●2022 年度 ２市 
 
 
 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

市町村数 0 0 1 0 0 0 0 

目標 － － ○ － － － － 

年度 2022 

 市町村数 2 

目標 〇 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水 
食料 
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食糧及び生活必需品の備蓄計画に基づく物資の調達体制の整備【2-4-4】   防災安全局防災部災害対策課 

●県が拠出するべき物資の調達先の確保（充足）率 100% 
●2022 年度までの実績 
食料及び生活必需品にかかる協定締結事業者数 35 社 

（協定締結事業者と、調達物資の要請・配送体制等

について、毎年検討を実施している。） 
 ※調達先の確保（充足）率の算出は困難 

●災害時物資提供協定締結事業者協議会 
の開催 1 回/年 

●2022 年度の実績 1 回 
 

 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ 〇 〇 

災害時の物流体制の強化【2-4-5】                   防災安全局防災部災害対策課 

●国（中部運輸局）、愛知県トラック協会、 
東海倉庫協会との連絡会議の開催 1 回／年 

●2022 年度の実績 未実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

回数 1 3 1 0 0 0 0 

目標 ○ ○ ○ × × × × 

年度 2022 

 回数 0 

目標 × 

●有識者、民間事業者、市町村等による「災害時物流

円滑化検討会」の開催、物流及び人的支援の体制強

化に向けた検討の実施 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 2 2 1 1 2 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

●災害時広域物資輸送拠点の災害物流訓練の実施 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 3 5 5 5 4 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

●東海倉庫協会との物資の保管等に関する協定に係

る実施細目の作成 
●2022 年度 実績なし 

未実施 
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          社会機能を守る 
  

災害対応にあたる行政機能の確保、治安の維持に必要な機能の確保に関する対策を確実に推進するとともに、

ライフラインや交通など社会基盤の確保や、企業の経済活動の継続などに必要な対策を実施した。 
 

【重点テーマ１０】産業活動の維持・継続の確保 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
事業継続計画を策定して

いる中小企業の割合 
5.3%【2013 年度】⇒12%【2023 年度】 13.5%（2021 年度） 

産学官連携による社会・経

済活動の維持に向けた対

策の立案 

・大規模地震発生時にも社会・経済

活動が維持できるよう、産学官連携

により対策を立案する。 

・産学官で戦略的に愛知・名古屋の強靱化

を推進するため、2017 年に名古屋大学及び

名古屋市と共同で、「あいち・なごや強靱化

共創センター」を設置した。 

・センターでは、大規模災害発生時におい

ても、愛知・名古屋を中核とした中部圏の

社会・経済活動が維持されるための研究開

発や事業を行っている。 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 グラフ凡例：■→2015年度 ■→2017年度 ■→2019年度 

平常時からの企業への啓発の実施【3-6-1】                    防災安全局防災部災害対策課 
●企業における防災講演の実施 1 回以上／年 
●2022 年度の実績 1 回 
 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

事業所の防災対策の促進【3-6-2】                   防災安全局防災部災害対策課 

●目標の記載なし （「あいち BCP モデル」の普及啓発を実施） 

中小企業の BCP 策定の促進【3-6-3】             経済産業局中小企業部中小企業金融課 

●中小企業の BCP 策定率 12% 
●2021 年度末時点 13.5% 

 

中小企業向け融資制度の充実【3-6-4】                経済産業局中小企業部中小企業金融課 

●目標の記載なし 
（防災対策に対応したメニューを 
パワーアップ資金として継続実施） 

産業活動の維持のための対策の検討【3-6-7】              防災安全局防災部防災危機管理課 

●産業基盤のボトルネック調査等の実施 
●2022 年度 実施 

実施（あいち・なごや強靱化共創センターによ

る調査・研究） 

 

対策の柱３ 

0% 3% 6% 9% 12%

2015 
2017 
2019 
2021 
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【重点テーマ１１】防災体制の強化及び行政機能の維持 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
業務継続計画（県・

市町村）の策定 

県及び 18 市町村【2014 年度】 

⇒県及び全市町村【2023 年度】 

県及び 54 市町村（2021 年 3 月 31 日までに

完了） 

県内の防災拠点とな

る公共施設等の耐震

化率 

95%【2013 年度】⇒ 100%【2023 年度】 

97.4%（2018 年 3 月 31 日現在） 

※消防庁「防災拠点となる公共施設等の耐

震化推進状況調査結果」より 

災害時の受援体制に

関する計画の整備

（県・市町村） 

県及び全市町村【2023 年度】 県及び 26 市町村（2022 年 3月 31 日現在） 

専門的な行政職員の

育成（対策の柱５） 

災害対策業務についての専門的な知識を

有する県、市町村職員を育成する。 

「あいち・なごや強靱化共創センター」に

おいて、県・市町村の職員が災害対策に必

要な知識を身に付けられるよう、専門研修

を実施している。 

災害情報の共有機能

の強化（対策の柱５） 

各防災関係機関等が収集する災害情報の

共有化を図る。 

住民広報や被害情報管理などの市町村の

災害対応業務の効率化や避難勧告などの

迅速な意思決定を支援するため、総務省

「災害情報伝達手段等の高度化事業」にお

いて構築された「市町村防災支援システ

ム」の市町村への導入を促進している。 

災害情報の県民への

伝達手段の多重化・

多様化（対策の柱５） 

県民への情報伝達手段の多重化・多様化

を推進する。 

災害時に､住民が必要とする情報が適切に

伝わるよう､L ｱﾗｰﾄや Web ｻｲﾄなどの多様な

メディアを活用した情報伝達体制の構築

を図っている。 

 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度 ■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

防災拠点となる公共施設等の耐震化の推進・促進【3-1-7】           防災安全局防災部防災危機管理課 
●県内の防災拠点となる公共施設等の 
耐震化率 100% 

●2022 年度の実績 97.8% 
※消防庁「防災拠点となる公共施設等の 

耐震化推進状況調査結果」より 

 

市町村 BCP の策定の支援【3-1-17】               防災安全局防災部防災危機管理課 

●説明会の開催等の策定支援（毎年度） 
●2020 年度までに 54 市町村で策定済み 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

回数 1 1 1 1 1 0 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ×中止 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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●県内市町村における BCP 策定割合 100％ 
●2020 年度までに 54 市町村策定済み 

 

●計画見直し等に関する市町村職員向け研修の開

催 1 回／年 
●2022 年度の実績 2 回 

 

年度 2021 2022 

回数 中止 2 

目標 中止 〇 

被災市町村への応援体制及び受援体制の整備【3-1-19】         防災安全局防災部災害対策課 

●目標の記載なし （訓練の実施、市町村の受援計画等の策定支援） 

産学官連携による防災人材の育成【5-1-34】               防災安全局防災部防災危機管理課 

●目標の記載なし 
（あいち・なごや強靱化共創センターによる 

人材育成事業の実施） 

次世代型災害情報システムの構築【5-3-1】               防災安全局防災部災害対策課 

●目標の記載なし （他県システムとの連携検討） 

多様なメディアを活用した情報伝達体制の構築【5-3-11】                防災安全局防災部災害対策課 

●L アラート（災害情報共有システム）の導入 
●2015 年度完了 実施済 

災害応急体制の見直し【5-4-4】                     防災安全局防災部災害対策課 

●目標の記載なし （本部運用訓練を実施） 

防災部門機能の充実・強化【5-4-5】                防災安全局防災部防災危機管理課 

●目標の記載なし （あいち・なごや強靱化共創センターの設置） 

外国人に対する災害支援体制の整備【5-4-6】   県民文化局県民生活部社会活動推進課多文化共生推進室 
●災害多言語支援センター設置運営訓練の実施 

 1 回以上／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 2 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

●災害時外国人支援者向け講座等の実施 毎年度 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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          迅速な復旧・復興を目指す 
  

市街地・集落や居住環境、産業、暮らしの迅速な復旧・復興を図るため、平常時から復興組織や復興計画等の

事前準備を具体化し、復興体制を構築するなど、迅速な復旧・復興を目指し、事前に取り組むべき対策を実施し

た。 
 

【重点テーマ１２】災害廃棄物処理体制の構築 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
本県被害予測調査等に基づ

く市町村災害廃棄物処理計

画の策定率 

100%（全市町村）【2023 年度】 100%（全市町村、2022 年 3 月 31 日現在） 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度 ■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

災害廃棄物処理体制の構築【4-2-1】                       環境局資源循環推進課 

●県災害廃棄物処理計画の策定 
●2016 年度実施 実施済 

●市町村災害廃棄物処理計画の策定 全市町村 
●2021 年度までに 54 市町村(100%)で策定済み 

 

 

【重点テーマ１３】迅速な復旧・復興のための事前準備の推進 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
復興に関する体制等の事前

整備及び方針の事前策定 
復興本部の体制や各種復興施策

の実施体制などを事前に整備す

るとともに、被災後に復興方針

等を速やかに策定できるよう事

前策定を進める。 

・2016 年度に、復興本部の体制や各種復興

施策の実施体制の大枠を定めた復興体制

案を策定した。 

・2021 年度は、被災後に復興方針等を速や

かに策定できるよう、他の都道府県の復興

対策に関する情報を収集した。 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

復興体制の事前整備及び復興方針の事前策定【4-1-1】        防災安全局防災部防災危機管理課 

●復興体制の事前整備及び復興方針の事前策定 
●2016 年度 復興体制案の策定完了 

実施（他の都道府県の復興対策に関する

情報を収集） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対策の柱４ 
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震災後復旧マニュアルの見直し【4-1-2】                  防災安全局防災部防災危機管理課 
●震災後復旧マニュアル（生活編・産業編）の検証・見直し 
●2015 年度完了（被災者生活再建・産業再建支援マニュア

ルの策定） 
実施済 

●被災者生活再建・産業再建支援マニュアルの見直し 
1 回／年 

●2022 年度 実施 

 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 

目標 ○ ○ ○ 〇 〇 

地籍整備の促進【4-1-5】                     都市・交通局都市基盤部都市計画課 

●地籍整備の推進 全市町村 
●2022 年度の実績 18 市町村 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 
市町

村数 9 9 11 13 12 15 

年度 2021 2022 
 市町

村数 17 18 

●地籍調査を実施する市町村への支援・協力 
●2022 年度 実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

年度 2021 2022 
 

目標 ○ 〇 

●県が実施する用地の測量成果について、原則、地籍調査と

同等の成果を得られる 19 条 5 項指定申請を実施 実施 
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          防災力を高める 
  

対策の柱１～４の内容を実現するためには、県民一人ひとりに対する意識啓発、災害対応に携わる人材に対す

る研修や訓練、災害対応を効果的に実施するための施設・設備・空間・情報、連携や研究などの枠組や制度が必

要であり、こうした社会の防災力を高める取組を実施した。 
 

【重点テーマ１４】防災活動拠点の充実 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
防災活動拠点の機

能の維持・強化 
防災活動拠点の確保を図ると

ともに、必要な資機材等を整備

し、機能の維持・強化を進める。 

大高緑地、県営名古屋空港を始めとした従来の防災活

動拠点の確保を継続するとともに、ゼロメートル地帯

（木曽三川下流域、西三河南部、東三河南部地域）に

おける広域的な防災拠点の整備を進めている。 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

ゼロメートル地帯のための広域的な防災拠点の確保【5-2-1】 
防災安全局防災部防災危機管理課防災拠点推進室 

●ゼロメートル地帯の広域的な防災拠点の 
確保に係る調査 

●2022 年度 実施 
実施 

●ゼロメートル地帯の広域的な防災拠点の整備 
●2022 年度 実施 実施 

防災活動拠点の見直し、確保【5-2-2】  防災安全局防災部防災危機管理課防災拠点推進室、災害対策課 

●愛知県受援計画の策定 
●2015 年度 実施済 実施済（2020 年度に改定を実施） 

●受援体制構築のために必要な資機材等を整備 
●2022 年度 実施 

実施 
・愛知県基幹的広域防災拠点の整備促進 
・名古屋飛行場における災害用航空機燃料の備蓄 

広域防災拠点の整備の促進【5-2-3】         防災安全局防災部防災危機管理課防災拠点推進室 

●目標の記載なし （基幹的広域防災活動拠点に係る整備促進） 

愛知県基幹的広域防災拠点の整備【5-2-4】      防災安全局防災部防災危機管理課防災拠点推進室 

●目標の記載なし 
（2022 年度） 
・用地買収の実施 
・造成、調整池工事等 

 

  

対策の柱５ 
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【重点テーマ１５】地域継続マネジメントの推進 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
地域の機能継続 県、市町村、防災関係機関、事業者等の

活動が、地域全体の継続の観点から連携

して円滑に実施されるよう、地域継続マ

ネジメントの推進体制を構築する。 

「あいち・なごや強靱化共創センター」では、

大規模災害発生時においても、愛知・名古屋を

中核とした中部圏の社会・経済活動が維持され

るための研究開発や事業を行っている。 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

大学・研究機関と連携した防災体制の強化【5-4-2】         防災安全局防災部防災危機管理課 

●大学・研究機関との共同研究 
●2022 年度 実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

年度 2021 2022 
 

目標 ○ 〇 

●対策検討のための基礎データの 
継続的な収集・分析 

●2022 年度 実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

年度 2021 2022 
 

目標 ○ 〇 

愛知県地域継続マネジメントの推進体制の構築【5-4-8】             防災安全局防災部防災危機管理課 

●目標の記載なし 
（あいち・なごや強靱化共創センターによる 

調査・研究を実施） 

【重点テーマ１６】防災協働社会の形成の推進 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
県、市町村、県民、事

業者、自主防災組織、

ボランティア等が連携

した地震防災の取組 

自助・共助・公助が一体

となった地震防災の取

組を進め、防災協働社

会の形成を推進し、地

域防災力を高める。 

・防災協働社会を形成するための取組として、推進大会

（あいち防災フェスタ）の開催、防災・減災カレッジの実

施及び情報誌（あいち防災通信）の発行を行っている。 

・県民総ぐるみ防災訓練のひとつとして、県、市、防災関

係機関、地域住民等とともに総合防災訓練を実施してお

り、大規模災害発生時における迅速かつ的確な応急活動の

ための協力体制の確立、地域の連携を活かした防災力の強

化及び防災意識の高揚を図っている。 

・南海トラフ地震等対策事業費補助金の民間防災力強化

育成事業において、2022 年度は 9 市町に対し、計 8,418 千

円の補助を行った。 

自主防災組織による活

動カバー率 
95%【2013 年度】 

⇒ 100%【2023 年度】 

94.9%(2022 年 4 月 1 日現在） 
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〔重点アクション項目の進捗状況〕 

防災協働社会形成の推進【5-1-1】                 防災安全局防災部防災危機管理課 

●市町村における推進組織の設立の支援 
●2022 年度 未実施（取組状況の調査を実施） 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

目標 × × × × × × × 

年度 2022 
 

目標 × 

●推進大会（あいち防災フェスタ）の開催 
 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

回数 1 1 1 1 1 0 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ×中止 ○ 

年度 2022 

 回数 1 

目標 〇 

●情報誌の発行 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 2 2 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

防災・減災カレッジの開催【5-1-2】                               防災安全局防災部防災危機管理課 

●防災・減災カレッジの開催 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

アクションプランの普及・啓発を通じた各主体の取組の促進【5-1-3】 
防災安全局防災部防災危機管理課 

●一般向け・児童生徒向けパンフレット等の作成 
●2022 年度実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

●地域説明会開催 
●2022 年度実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

●イベント等におけるアクションプランの 
普及・啓発 

●2022 年度実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

防災教育啓発の充実【5-1-24】                                    防災安全局防災部防災危機管理課 

●目標の記載なし （市町村の教育啓発に関する取組や資材の確認を実施） 

自主防災組織の活動の活性化【5-1-29】                            防災安全局防災部防災危機管理課 

●優良な自主防災組織の表彰 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

●自主防災組織リーダー研修の実施 
及び支援 1 回以上／年 

●2022 年度の実績 未実施 
※2019～2022 年度は市町村からの共催希望なし 
 
 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 － － － － 

目標 ○ ○ ○ ○ － － － － 
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国、県、市町村、防災関係機関、県民の連携による地震想定の防災訓練の実施【5-1-40】 

防災安全局防災部災害対策課 

●総合防災訓練の実施 1 回／年 
●2022 年度の実績 実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

回数 0 1 1 1 1 0 0 

目標 ×中止 ○ ○ ○ ○ ×中止 ×中止 

年度 2022 

 回数 1 

目標 〇 

●シェイクアウト訓練の実施 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

●地域住民や自主防災組織等の参加による地震想

定の防災訓練を毎年度実施する市町村 全市町村 
●2022 年度の実績 51 市町村(94%) 
※一部市町村において、新型コロナウイルス感染症

の影響により訓練自体を未実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

市町村数 47 54 54 54 54 42 41 

目標 × ○ ○ ○ ○ × × 

年度 2022 

 市町村数 51 

目標 × 

【重点テーマ１７】児童・生徒に対する防災教育の充実 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
防災マニュアルを策定し

ている公立学校の割合 
97.9%【2015 年度】⇒ 100%【2023 年度】 99.4％（2022 年 3月 31 日現在） 

 

防災訓練を複数回実施し

ている公立学校の割合 
95.7%【2015 年度】⇒ 100%【2023 年度】 95.2％（2022 年 3月 31 日現在） 

 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕 

高校生防災セミナーの実施【5-1-11】                       教育委員会保健体育課 

●高校生防災リーダーの育成 60 人／年 
●2022 年度の実績 56 人 

※2021 年度：2020 年中止により、1 年目校のみで研修を実施 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

人数 58 59 57 58 59 0 － 

目標 概ね○ 概 ね ○ 概 ね○ 概 ね ○ 概 ね ○ ×中止 － 

年度 2022 

 人数 56 

目標 概ね○ 

学校教育における学校安全推進体制の構築【5-1-12】             教育委員会保健体育課 

●モデル地域の指定 1 市町村／年 
●2022 年度の実績 1 市 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 
市町

村数 1 1 
県立学校
にて実施 1 1 1 1 

目標 ○ ○ － ○ ○ ○ ○ 

年度 2022 

 
市町

村数 
1 

目標 〇 
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●モデル地域の成果の普及・啓発 
●2022 年度 実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ×中止 〇 

年度 2022 
 

目標 〇 

地震防災教育参考資料の作成・配布【5-1-13】                教育委員会保健体育課 

●目標の記載なし （「あいち学校安全マニュアル」の改訂） 

県立高校における防災人材育成の推進【5-1-14】             教育委員会高等学校教育課 

●県立高校における環境防災コースの設置 
●2015 年度設置  実施済 

私立学校における防災教育の取組の支援【5-1-15】    県民文化局県民生活部学事振興課私学振興室 

●私立学校 75 校における防災教育の実施 
●2022 年度補助金による支援実績 44 校 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 

学校数 38 38 45 43 44 39 43 

年度 2022 
 

学校数 44 

少年消防クラブ員の育成【5-1-22】                  防災安全局防災部消防保安課 

●消防学校 1 日体験入校者数 1,500 人程度／年 
●2022 年度の実績  実施 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

人数 1,380 1,339 1,257 1,216 1,194 0 

目標 概 ね○ 概ね○ 概 ね○ 概 ね○ 概 ね○ ×中止 

年度 2021 2022 

 人数 0 372 

目標 ×中止 概ね○ 

●防火作品応募数 10,000 点／年 
●2022 年度の実績 13,121 点 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

応募数 20,771 20,370 22,673 19,503 19,332 0 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ×中止 

年度 2021 2022 

 応募数 12,787 13,121 

目標 〇 〇 
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【重点テーマ１８】消防団の充実強化 

〔進捗管理指標に対する進捗状況〕 

進捗管理指標 目標 進捗状況 
消防団員の定員の

充足率 
91.6%【2015 年度】⇒ 100%【2023 年度】 84.3%（21,790 人、2022 年 4月 1 日現在） 

学生消防団員数 274 人【2014 年度】⇒ 673 人【2023 年度】 536 人（2022 年 4月 1 日現在） 

 

〔重点アクション項目の進捗状況〕  

グラフ凡例：■→2015年度 ■→2016年度 ■→2017年度 ■→2018年度 ■→2019年度■→2020年度■→2021年度■→2022年度 

消防団員の確保【5-1-16】                      防災安全局防災部消防保安課 

●全市町村と連携した啓発活動の実施 1 回／年 
●2022 年度の実績 1 回 

 

年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

回数 1 1 1 1 1 1 1 1 

目標 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 

学生への消防団加入促進活動の実施【5-1-17】                 防災安全局防災部消防保安課 

●消防団カレッジ・フェスティバルの開催 
●2015 年度実施 実施済 

消防団の施設・設備の充実【5-1-18】                 防災安全局防災部消防保安課 

●目標の記載なし 
（市町村が行う消防団の施設・設備の整備への 

補助の実施） 

消防団と地域コミュニティ等の連携の促進【5-1-19】                    防災安全局防災部消防保安課 

●「大規模災害時における消防団の活動 
マニュアル」の策定 全市町村 

●2022 年度までの実績 46 市町村(85.2%) 

 

●消防連合フェアの開催 
●2022 年度 未実施 
（5 年ごとに開催（前回 2019 年度開催）） 

実施済 

地域ぐるみの消防団支援の促進【5-1-20】                防災安全局防災部消防保安課 

●消防団協力事業所制度の実施 全市町村 
●2022 年度までの実績 36 市町村(66.7%) 

 

消防職員・消防団員の教育内容の充実強化【5-1-43】                    防災安全局防災部消防保安課 

●目標の記載なし 
（消防学校の教育訓練基準に基づいた 

教育訓練の実施） 
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